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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、「宮崎イニシアティブ」に基づき、2000年度から2004

年度まで、沖縄国際センターにおいて島嶼地域保健行政研修コースを実施しました。この沖縄

での研修事業において、地域保健看護師活用とそのための人的資源開発への支援を要請する声

が高まったため、JICAは2003年10月に技術協力プロジェクト形成のための調査団をフィジー国

に派遣し、人材育成分野の協力の方向性について検討を行いました。 

フィジー国政府からは、同調査結果を踏まえて、地域保健看護師の能力向上を目的としたプ

ロジェクトの実施要請が日本政府に提出され、それを受けてJICAは2004年６月から、プロジェ

クト形成のための長期専門家をフィジー国保健省に派遣し、地域保健看護師をめぐる現状と問

題点を分析するための情報収集、プロジェクト案策定を行い、2004年９月には事前評価調査団

を派遣しました。同調査では、プロジェクト実施の必要性を調査するとともに、具体的な協力

内容、活動計画について協議を行い、さらに2004年11月には同調査団の評価分析担当団員を派

遣し、評価５項目による事前評価ならびにプロジェクト・ドキュメントの作成を行いました。 

これらの調査結果を踏まえ､フィジー国政府とJICAフィジー事務所の間で実施協議が行われ、

2005年４月１日から2008年３月31日の予定で地域看護師現任教育プロジェクトを実施すること

で合意に至り、2005年３月22日に合意議事録（R/D）の署名交換を行いました。 

本報告書は、事前評価調査及び実施協議の内容を取りまとめたものです。 

ここに、これらの調査においてご協力を賜りました関係各位に対し深甚なる謝意を表します

とともに、今後ともご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成17年４月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

理事 松岡 和久 
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略語 正式名称 

AusAID 
Australian Agency for International 
Development 

オーストラリア国際開発庁 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

M/M Minutes of Meetings 議事録 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PCM Project Cycle Management プロジェクト･サイクル･マネジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト･デザイン･マトリックス 

PO Plan of Operation 活動計画表 

R/D Record of Discussion 協議議事録 

 
本プロジェクト関係機関及び関係者 

英文名称 邦訳名称 略語 

Ministry of Health  保健省 MOH 

Chief Executive Officer 次官 CEO 

Director of Corporate Service 運営計画課 － 

Division of Public Health 公衆衛生課 － 
Division of Health Service Development 保健事業計画課 － 

Division of Nursing and Health System Standard 看護薬剤課 － 

National Nursing Advisor 全国看護指導監 NNA 

Divisional Health Service 地方保健局 － 

Director of Divisional Health Service 地方保健局長 DHS 

General Manager of Community Health 地域保健課長 GMCH 

Manager Nursing Services (Community Health) 地方看護指導監 MNS 

Chief Medical Officer (Community Health) 地域保健主任 － 

Sub-Divisional Medical Officer 地区医師長 SDMO 

Sub-Divisional Health Sister 地域看護師長 SDHS 
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Senior Health Sister シニア地域看護主査 － 
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ミニッツ署名式 

 
ナウソリ地区ヘルスセンター 

 
コロボ地区ヘルスセンター 

 

 
ナワラ地区看護ステーション（外観と内部）

 

 

 
コロボ産科病院内部 



事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

担当部：人間開発部第３グループ 

保健人材育成チーム 

１．案件名 フィジー地域保健看護師現任教育プロジェクト 

（和）フィジー地域保健看護師現任教育プロジェクト 

（英）Project for In-service Training of Community Health Nurses  

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

地域保健の最先端で活動する地域保健看護師が地域保健活動を効果的に行うために

必要な地域保健看護師の役割と機能の再定義を行う。そのうえで、地域保健看護師の指

導者層への働きかけを通じて現任教育の仕組みを強化することにより、地域保健看護師

の地域保健活動運営能力を改善することを目的とする。 

(2) 協力期間：2005年４月から2008年３月（３年間） 

(3) 協力総額（日本側）：1.86億円 

(4) 協力相手先機関：フィジー保健省中東部地方保健局 

(5) 国内協力機関：国立保健医療科学院、沖縄県福祉保健部 

(6) 裨益対象者及び規模等 

直接裨益者：中部地方の地域保健看護師（120名）とその指導者（21名） 

間接裨益者：中部地方における住民（325,000人） 

３．協力の必要性・位置づけ 

(1) 現状及び問題点 

フィジー国では保健医療従事者の不足が深刻であり、特に医師は海外流出が多いため

外国人医師を受け入れているほどの状況であるため、医師の少ない僻地においては看護

師の役割が重要となっている。また近年、糖尿病、高血圧など生活習慣病が増加し、死

亡原因の87％（2000年）を占めるという状況において、生活習慣病の予防や健康教育な

ど、生活に根づいた保健活動を実施する地域保健看護師の重要性が増している。しかし

ながら、地域保健看護師は基礎教育または卒後教育において、地域住民を主体とした健

康増進活動を実践するための十分な訓練を受けておらず、保健省で行っている研修は特

定の保健課題（性感染症、産科ケア、予防接種等）に限られている。 

本件では、地域保健看護師が日常業務上の問題・課題を議論し、解決法を模索するた

めの手法と機会を現任教育で提供することにより、地域保健看護師が住民のニーズに応

じた地域保健活動を計画・管理するための能力向上を支援する。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置づけ 

フィジー国の国家開発計画の重点分野である「村落開発」の開発課題の一つとして地

域医療サービスの向上があり、｢貧困撲滅｣の課題の一つとして保健サービスへのアクセ

ス向上がある。また、保健省の｢保健省戦略計画2005-2008｣においても、質の高い保健

サービス提供のための人材育成の必要性が、重要課題の一つとして掲げられている。 

 

(3) 我が国援助政策との関連（プログラムにおける位置づけ） 

我が国は2000年に開催された第2回太平洋・島サミットで表明された「宮崎イニシア

ティブ」を受け、人材育成の支援として大洋州地域を対象とした島嶼地域保健行政研修

をJICA沖縄国際センターで行っている。また、2003年に開催された第3回太平洋・島サ

ミットでは生活習慣病対策・感染症対策など保健分野での更なる協力が掲げられてお

り、本案件の目的と一致する。 



４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標 

中部地方において地域保健看護師活動の業務管理運営が現任教育を通じて向上する 

〈指標〉 

・地区別及び地域保健看護師の年間活動報告書が作成される 

・地区組織活動の活動数が増加する 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標 

中部地方において地域保健看護師の行う地域保健活動の質が改善される 

〈指標〉 

・地域保健看護師の業務管理基準の評価点が向上する 

・住民の地域保健サービスに対する満足度が向上する 

 

(2) 活動及びその成果（アウトプット） 

成果１：地域保健看護師とその指導者の役割と機能が再定義される 

〈指標〉地域保健看護師とその指導者の指導内容が具体化された業務基準の作成 

活動： 

1-1 地域保健看護師、地域看護主査等の業務基準の見直しを地区内の保健職種

と合同で行う 

1-2 地域保健看護師に求められる経験年数別能力基準表を作成する 

1-3 地域保健看護ハンドブックを作成し配布する 

成果２：地域保健看護師の指導者の現任教育についての知識が強化される 

〈指標〉各地区における優先課題についての年次報告書と年間現任教育計画 

活動： 

2-1 各地区に現任教育タスクフォースを設置する 

2-2 地区の指導者研修を開催する 

2-3 各地区の現任教育の優先分野を明確にする 

2-4 各地区において地域保健看護師を対象とした現任教育年間計画を作成する 

成果３：地域保健看護師の指導者の現任教育についての知識が強化される 

〈指標〉現任教育の実施が明記された地区別年間保健計画 

活動： 

3-1 各地区の現任教育タスクフォースが地域保健看護師に月例現任教育を実施

する 

3-2 現場での個人指導を行う 

3-3 各地区の現任教育のモニタリングを行う 

3-4 現任教育に関する教材を作成し、配布する 

成果４：現任教育モデルが他地方及び他国に紹介される 

〈指標〉プログレスレポートの発行回数、セミナー／ワークショップの開催数及び参

加者数 

活動： 

4-1 報告書を作成する 

4-2 成果を学会等で発表する 

4-3 プロジェクトモデルを広めるために他地域、大洋州の関係者を対象とした

セミナー/ワークショップを開催する 



(3) 投入（インプット） 

１）日本側（総額1.86億円） 

長期専門家2名 

短期専門家（現任教育計画、保健計画、情報管理等） 

研修員受入れ 

指導者研修実施に必要な経費、運営委員会に必要な経費 

供与機材：研修の実施に必要な機材（コンピューター、プロジェクター等） 

２）フィジー国側 

カウンターパート・運転手人件費 

プロジェクト事務所 

研修施設 

その他ローカルコスト 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

・地域保健看護師の労働条件が悪化しない 

・地域保健看護師の異動／退職率が現状のままにとどまる 

５．評価５項目による評価結果 

(1) 妥当性 

１）事業実施の必要性 

フィジー国では医師不足が深刻なため、医師の少ない僻地においては看護師の役割

が重要となっており、看護師の中でも、生活習慣病の予防や健康教育など、生活に根

づいた保健活動を実施する地域保健看護師の重要性が増している。地域看護師の活動

を強化するためにも現任教育は重要だが、基礎教育または卒後教育において地域住民

の生活様式に応じた健康増進活動を行うために必要な知識・技術を十分に修得してお

らず、保健省で行っている現任者教育は特定の保健課題（性感染症、産科ケア、予防

接種等）に限られているため、指導者層のマネジメント能力の向上が求められている。

２）フィジー国の保健分野の計画との整合性 

フィジー国では保健セクターに高い優先度を与えており、予算配分比率も高い。｢保

健省戦略計画2005-2008｣の中でも、５つの基本戦略の一つとして人材育成を掲げ、質

の高い保健サービス供給のための人材育成強化策を提示しており、フィジー国政府の

政策とも合致している。 

３）我が国援助政策との関連性 

我が国は2000年に開催された第2回太平洋・島サミットを受け、大洋州地域を対象

とした島嶼地域保健行政研修を行っており、沖縄の地域保健の経験を本案件に活用す

ることが可能である。また、2003年に開催された第３回太平洋・島サミットでは保健

分野での更なる協力が掲げられており、本案件の目的と一致する。 

４）対象地域の選定 

対象地域は首都スバのある中部地区であるため保健省、看護学校、３次医療機関な

ど保健分野の主要施設へのアクセスもよく、住民の教育レベルも高い。また、他ドナ

ーの同種のプロジェクトが実施されていない点からも、パイロット事業としてプロジ

ェクトを実施する場所として適切と判断される。 



(2) 有効性 

本件の実施機関である保健省中東部地方保健局では、既に様々な研修プログラムを実

施している。本件の現任教育は各地区での地域保健看護師の月例会議の場を利用して実

施され、新たなシステムを導入することはないため、同保健局には本件の目標達成のた

めの能力が十分に備わっていると考えられる。また、地域保健看護の活動を休止して研

修を受講するわけではないため、地域保健看護師からの参加も得やすい。 

 

(3) 効率性 

本件は人材育成に焦点が当てられており、大規模な機材購入、施設建設は伴わない。

日本側の専門家派遣についても、長期専門家については現任教育全体の運営を計画・管

理できる人材を充て、短期専門家については、長期専門家で対応できない専門的分野、

特殊な分野について必要期間のみ投入する計画になっており、対象地域の裨益人口が比

較的小規模であるのに合せた、適切な人数設定になっており、効率的な専門家配置とな

っている。 

 

(4) インパクト 

地域保健看護師を対象とした現任教育は現在フィジー国で行われておらず、現任教育

の導入による地域保健看護師の能力向上が実現されれば、地域保健活動の強化につなが

り、その効果は大きい。また本件により現任教育の必要性が広く認識され、評価が高ま

れば、他地区あるいは栄養士など他の地域保健活動従事者へも現任教育が実施されるこ

とが期待できる。 

 

(5) 自立発展性 

本件の実施機関は既存の組織であり、カウンターパートを中心として現場の看護指導

者及び地域保健看護師を指揮する系統は既にできあがっている。本件実施中、また終了

後においても、このような管理体系が維持されれば、組織能力の不足という理由で本件

の進行が妨げられることはないと考えられ、プロジェクト終了後も行政自らがその成果

を継続し、普及させることが期待できる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本件については社会環境に対する直接的負の影響はほとんどない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

同じように現任教育を実施しているラオスの子供のための保健サービス強化プロジェ

クトでは、研修後にその成果を業務に反映させるため、定期的なスーパーバイズを行い効

果をあげているため、本プロジェクトにおいても、研修と同等にフォローアップの実施に

重点を置く。 

８．今後の評価計画 

2006年９月頃  中間評価 

2007年９月頃  終了時評価 

2009年頃    事後評価 
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第１章 調査概要 
 

１－１ 調査の背景 

2000年４月に行われた第２回太平洋・島サミットにおいて大洋州地域への貢献策「宮崎イニ

シアティブ」が発表された。これを受けてJICAでは、2000年度から2004年度まで国別研修「島

嶼国地域保健行政」を実施している。同コースでは、大洋州諸国と似た地形･気候を有する沖縄

県の戦後復興期から現在までの保健行政の取り組みを大洋州諸国に紹介し、各国での応用を目

指しており、2004年度までの実績で大洋州９か国から27名が参加した。 

さらに、2003年５月に開催された第３回太平洋・島サミットにおいて採択された「沖縄イニ

シアティブ：より豊かで安全な大洋州のための地域開発戦略」の中には、感染症や生活習慣病

の対策、予防接種の実施などについて、我が国による支援が明記されている。 

この背景のもと、大洋州における地域保健サービスの更なる改善に貢献するために、大洋州

地域の保健人材育成に関する技術協力プロジェクトの形成を目指して、その拠点と期待される

フィジー諸島共和国（以下、「フィジー国」と記す）及び周辺国を対象としたプロジェクト形成

調査団が2003年10月に派遣された。 

現在、フィジー国ではオーストラリア国際開発庁（AusAID）の支援の下地方分権化を進めて

おり、保健省においても保健事業年間計画の策定を地方保健局の責任とするなど、より地域特

性・現場の意見を汲み上げる制度を構築しつつある。他方、地域保健を担当する看護師等の人

材には、現場の問題を分析し活動計画を立てるための十分な能力が備わっていないことから、

現任教育制度の強化が急務となっている。この背景により、フィジー国の地域保健看護師

（Community Health Nurse）を対象とした人材育成プロジェクトが提案され、今年度新規案件

として採択、実施されることとなった。 

 

１－２ 調査の目的 

先方政府の要請を踏まえ、プロジェクト形成調査及びパイプライン専門家によって収集され

た既存情報に基づいて、プロジェクト実施の必要性・妥当性を評価する。また、プロジェクト

実施に関する具体的な協力内容、活動計画についてプロジェクト及びフィジー国政府関係者と

協議を行い、プロジェクトの方向・基本計画についての合意を形成する。 

 

１－３ 団員構成 

氏 名 担 当 所   属 派遣期間 

北林 春美 総  括 
国際協力機構  

人間開発部 第三グループ長 
2004/9/27～10/7 

比嘉 政昭 
地域保健 

人材計画 
沖縄県北部福祉保健所 所長 2004/9/27～10/7 

南  和江 協力計画 
国際協力機構 人間開発部 

第三グループ 保健人材育成チーム 
2004/9/27～10/7 

笹田 志穂 評価分析 ㈱レックス･インターナショナル 2004/11/27～12/11
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１－４ 調査行程 

(1) 2004/9/27～10/7：北林団長、比嘉団員、南団員 

 日 付 活    動 

1 9/27（月） 移動（東京－ナンディ） 

2 9/28（火） 07:00 ナンディ着、スバへ移動 

14:30 JICAフィジー事務所表敬 

15:40 在フィジー日本大使館表敬 

16:20 専門家打合せ（JICAフィジー事務所） 

3 9/29（水） 09:00 専門家打合せ（JICAフィジー事務所） 

15:00 保健省・中東地区保健局協議 

16:50 AusAID訪問 

4 9/30（木） 08:00 国立ヘルスプロモーションセンター訪問 

10:30 コロボ産科病院、コロボヘルスセンター訪問 

12:30 サワ村訪問（地域保健活動見学） 

16:00 ナワラ看護ステーション訪問 

5 10/1（金） 08:00 フィジー看護学校訪問 

09:40 植民地戦争記念病院訪問 

11:30 バレレブ医療区訪問（地域保健活動見学） 

15:00 中東地区保健局協議（PDM草案作成） 

6 

7 

10/2（土） 

10/3（日） 
ミニッツ案作成、打合せ 

8 10/4（月） 12:00 JICAフィジー事務所打合せ 

15:00 保健省最終協議 

9 10/5（火） ミニッツ修正、JICAフィジー事務所打合せ 

10 10/6（水） 08:45 在フィジー日本大使館報告 

10:20 JICAフィジー事務所報告 

14:30 ミニッツ署名 

移動（スバ－ナンディ） 

11 10/7（木） 移動（ナンディ－東京） 

 

(2) 2004/11/27～12/11：笹田団員 

 日 付 活    動 

1 11/27（土） 移動（東京－ナンディ） 

2 11/28（日） 07:00 ナンディ着、 

    スバ到着後、専門家と打合せ 

3 11/29（月） JICAフィジー事務所打合せ 

保健省中期計画発表ワークショップに参加 

4 11/30（火） 専門家とPDM・事前評価表作成作業 

5 12/1（水） 専門家とPDM・事前評価表作成作業 
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6 12/2（木） Vinidawa地区病院･ヘルスセンター、Lutu看護ステーション

訪問 

7 12/3（金） 中東部地方保健局協議 

8 12/4（土） ワークショップ準備 

9 12/5（日） 事前評価表作成作業 

10 12/6（月） 保健省協議（JICA事業、評価手法、プロジェクト内容につい

て説明） 

11 12/7（火） 看護師対象のワークショップ（JICA事業、評価手法、プロジ

ェクト内容について説明） 

12 12/8（水） 専門家打合せ 

13 12/9（木） JICAフィジー事務所報告 

14 12/10（金） 保健省及び中東部地方保健局報告 

15 12/11（土） 移動（スバ－ナンディ－東京） 

 

１－５ 主要面談者 

＜フィジー国側＞ 

(1) 保健省 

Dr.Lepani WAQATAKIREWA 次 官 

Mr.Asaeli TEMEVITOAKULE 計画運営課長 

Dr.Timaima TUIKETEI 公衆衛生課長 

Ms.Ligieta NADAKUITAVUKI 看護薬剤課長 

Ms.Lola TUILOMA 全国看護指導監 

Ms.Rucieli TAUKEI 看護薬剤課 課長補佐官 

Dr.Salimoni TUQA 中東部地方保健局長 

Dr.Sala SAKETA 中東部地方保健局 地域保健課長 

Ms.Mereani TUKANA 中東部地方保健局 中部地方看護指導監 

 

(2) AusAID 

Ms.Susan IVATTS First Secretary 

Ms.Shily NARAYAN Activity Manager 

Ms.Di BARR Deputy Director, Fiji Health Sector Improvement 

Program (FHSIP) 

Mr. Geoff SCAHILL Health System Adviser, FHSIP 

 

(3) 国立ヘルスプロモーションセンター 

Mr. Manasa NIUBALEIRUA Head 

Mr. Iuosse SALUSALU Senior Health Promotion Officer, Social  

Marketing Division  

Mr. Sera WAQA Health Promotion Officer, Research Division 
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Mr. Nanasa RAYASIDAWU Health Promotion Officer, Community Organization

Division 

Mr. Philip KOUAI Senior Health Promotion Officer, Audio Visual

Production Division 

 

(4) フィジー看護学校 

Ms. Iloi Tagiyawa RABUKA Principal 

Mr. Kavekini NEIDIR Senior Tutor, in charge of curriculum 

Ms. Litia W. MAKUTU Tutor 

 

(5) 植民地戦争記念病院 

Dr. Salimoni TUQA Director, Cent/East Health Services 

Dr. Lo ALEFAIO Manager, Clinical Services 

Ms. Sereana T. BALEKIWAI Acting Manager Nursing 

Ms. Losabin TAWAGA Acting General Manager 

 

＜日本側＞ 

(1) 在フィジー日本大使館 

宮田 健二 公使参事官 

久保 真弓 二等書記官 

 

(2) JICAフィジー事務所 

池城 直 事務所長 

鈴木 央 事務所員 

 

(3) 日本人長期専門家 

山田 幸子 ヘルスプロモーション（パイプライン専門家） 

 

１－６ 調査方法 

プロジェクト形成調査団及び長期専門家が収集した既存資料を確認し、必要な情報について

は追加収集を行った（特に保健統計資料）。それらの情報を分析するとともに、各種医療施設（病

院、看護ステーション、ヘルスセンター等）の視察を行い、そこに勤務する医師、看護師との

意見交換により、プロジェクト対象として想定していた地域保健看護師が抱える課題について

確認した。プロジェクト基本計画の作成にあたっては、調査団と日本人専門家で作成した原案

を提示し、保健省及び中東部地方保健局との協議を経て修正した。 

プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップについては、長期専門家

が既に実施済みであったため、調査団では行わなかったが、コンサルタント派遣時に中部地方

の地域保健看護師の指導職を集めて、JICA事業やプロジェクト概要等について説明するワーク

ショップを実施した。 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 総 括 

フィジー国では、近年糖尿病、高血圧等の生活習慣病が増加するとともに、HIV/AIDS感染者

の増加も見られ、適切な予防活動や食生活をはじめとする住民の行動の変容への働きかけが保

健分野の課題となっている。こうした活動を実施するためには、それぞれの地域に根ざした保

健活動の活性化が必要とされており、地域社会の最先端において活動する地域保健看護師の役

割がきわめて重要である。フィジー国においては、看護ステーションやヘルスセンターに配属

された地域保健看護師がその任を担うべきであるが、現状では十分にその役割を果たすことが

できない状況にある。 

地域保健看護師は、1人当たり10か村程度を担当し、外来診療、妊産婦検診、家族計画、在

宅看護等多くの業務を実施することが求められており、地域保健活動に十分な時間を割くこと

ができないという状況にある。また、看護学校における基礎教育や卒後教育において地域保健

活動に必要な知識や技術を十分に教えられておらず、保健省の実施する現任者研修も各種の保

健プログラム（性感染症対策、産科ケア、予防接種等）の医療技術を中心としたテーマに限ら

れている。現場の地域保健看護師も自らの管理運営能力や地域診断技術が不十分であること、

監督者からの十分な指導や教育を得られないことに対する不安や不満を述べていた。 

 

２－２ 地域保健看護師に関する調査 

(1) 看護師の職務区分 

フィジー国では、臨床活動と地域保健（公衆衛生）活動に従事する看護師が下表のよう

に区別されている。フィジー看護学校等を卒業した看護師は病院（臨床）、ヘルスセンター

（地域保健）、看護ステーション（地域保健）のいずれかに配属されるが、人事異動により

臨床と地域保健活動の両方を経験することを奨励されている。臨床と公衆衛生の間の人事

異動サイクルは、一部に例外もあるものの、通常２～４年とされている。 

 

フィジー国における看護師区分（ナースプラクティショナーは除く） 

総 称 主な業務 勤務先 名  称 

病院 病院看護師長（指導職） 病院看護師 

（Clinical/Hospital 

Nurse） 

臨床活動に従事

 病院看護師 

ヘルスセンター 地域看護師長（指導職）* 

 シニア地域看護主査（指導職）*

 地域看護主査（指導職）* 

地域保健看護師 

（Community  

Health Nurse） 

 ゾーン看護師 

  母子保健看護師 

 家族計画看護師 

  外来看護師 

  特別外来看護師 

 

村落レベルで公

衆衛生活動に従

事（外来診療を

含む） 

看護ステーション ディストリクト看護師 

＊本報告書では、地域保健看護師の指導職位にある看護師を総称して「指導者」とする。 
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(2) 地域保健看護師の活動 

地域保健看護師の業務は、地域における一次保健医療サービスの提供であるが、以下に

見るとおりその業務内容は非常に多岐にわたる。 

・母子保健サービス 

・予防接種 

・健康教育 

・家族計画 

・学校保健 

・精神障害者、ハンセン氏病患者、結核患者の在宅治療と訪問指導 

・高齢者介護 

・糖尿病、高血圧症などNCDのスクリーニング 

・コミュニティヘルスワーカーの指導 

・保健活動に関わる地域との調整 

 

ヘルスセンターや看護ステーションに来る患者数の正確なデータはないが、１日10～20

名程度の施設も多く、地域保健看護師は週に1回は担当の村を巡回診療する（移動手段は徒

歩か公共バス）。巡回指導では、ディスペンサリー（簡易診療所）が設置されている場合は

その施設を利用しており、地域住民の情報についてはコミュニティヘルスワーカーの協力

を得ることも多い。しかし、それらの活動で必要となる機器の管理や業務遂行・レポート

作成のための手順等については標準化されておらず、看護師任せとなっているのが実情で

ある。 

 

なお、現地調査において、地域保健活動の将来的な課題として強化の必要性が示唆され

た事項は以下のとおりである（ただし、現場の状況を細かく観察し、討議する時間が少な

かったため、既に取り組まれている課題についても含まれている可能性がある）。 

・母子保健活動 

- 母子手帳の活用（予防接種、発育・発達、疾病記録、妊娠記録等） 

- コミュニテイでの栄養士を活用した離乳食指導 

- 子供の発達チェック表の整備活用 

- 在宅療養児の支援 

- 家庭でできる乳幼児の感染症予防対策（教室の開催、パンフレット等） 

- 育児相談（両親支援） 

・学校保健活動の強化 

- 急性感染症・エイズ教育・性感染症等の教育 

- 生活習慣病対策（たばこ、アルコール、肥満、健康運動） 

- 歯科保健対策（擦掃指導、フッソ洗口等） 

・生活習慣改善活動 

- コミュニイティヘルスワーカーを活用した地域活動の展開 

- 健康習慣普及活動（ビデオ上映、実践指導、コミュニィティエンパワーメント、個

人のエンパワーメント） 
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- 各種イベントの開催（研修会、発表会、ウォーキング大会、ヘルシーメニュー等） 

・登録患者管理 

- 結核、らい、精神、糖尿病、リュウマチ熱患者管理の年間評価 

・障害者福祉 

- 専門医師、看護師、福祉関係職種による巡回相談会の実施 

- 地域ボランティアの育成 

・環境衛生・食品衛生活動 

- ヘルスインスペクター、看護師、医師と地域保健対策委員会メンバーによる集落内

巡視の実施 

- 安全な飲用水の確保 

- 衛生的な便所と手洗いの整備 

- シャワー等の整備 

- 集落内排水管理 

- 安全な食品の供給 

- 食中毒予防 

・感染症・食中毒等の流行調査及び疫学的分析 

- 感染症・食中毒の流行状況を分析し、発生防止に役立てる。 

・コミュニィティヘルスワーカー研修の強化 

- 各種の情報源、啓発活動の実施、ボランティア育成等の活動が期待できるので研修

を強化し、自主活動を促進する 

 

２－３ プロジェクト実施の必要性 

(1) 地域保健看護師の活動における課題 

地域保健看護師の活動における課題の一つは、地域住民への１次保健医療サービス提供

と保健増進指導を一手に担わねばならないという業務の多様さにある。１人の地域保健看

護師が10～20村を担当し、ヘルスセンターでの外来診療、妊産婦検診、家族計画、予防接

種だけでなく、訪問看護や巡回指導も行うなど、非常に多くの知識と技術が求められてい

る。それに加え、人口動態、母性管理、乳幼児・小児管理、外来受診など8種類に及ぶ報告

書類に定期的に記録しなければならず、こうした情報管理も大きな業務となっているが、

収集された記録を分析する任務はなく、業務の運営・管理の能力について学ぶ機会は与え

られていない。地域保健活動は、従来から行われていた母子保健、感染症対策などに加え、

健康づくりなど保健ニーズの変化に伴い活動も多様化している。フィジー国においても今

後は住民ニーズに基づいた健康政策として展開していくために、地域のニーズを把握し事

業を企画立案し、活動の進行管理や評価まで行う能力が求められている。 

そのため、地域保健活動に従事する者が業務を遂行するための能力を継続的に強化する

ための現任教育の必要性が認識されている。 

 

(2) 地域保健看護師指導者の課題 

フィジー国においては、健康増進に関する地域保健活動を全保健職種及び全行政・非行

政組織で取り組む方針であるが、各職種の役割分担が明らかになっていない。地域保健看
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護師を対象としたPCMワークショップの問題分析（パイプライン専門家が実施）でも、住民

参加型の地域保健活動のための看護師の知識不足が主な問題点としてあげられた。現在の

指導者世代は看護学校で地域開発手法を学んでおらず、経験はあっても知識として体系化

して学んでいない事柄も多いため、後輩の看護師たちに十分な指導力を発揮しにくい。若

手の看護師は必要な知識・技術は看護学校で学んでいるが、その実践や地域活動にあたっ

ては未熟な部分も多く、周囲からの助言・指導が必要になる。看護師指導者は地域保健看

護師よりは研修の機会に恵まれているが、研修の多くはトップダウン型であり、地域保健

活動推進のための総合的能力強化のための研修は実施されていないのが現状である。 

３か月に１回、指導者会議が行われ、ヘルスセンター、看護ステーションに勤務する地

域保健看護師を対象に毎月連絡会が行われているが、指導者の指導能力・地域保健に関す

る知識が不十分であるために、地域保健看護師の技能が向上しないことが問題となってい

る地区もある。 

本来、現場の看護師の強化はその上位職者（指導者）によって進められるべきであるが、

地域保健看護師の指導者には下位看護師を「指導」するための知識、ノウハウが不足して

いるのが実情である。地域保健看護師の能力強化を行うためには、まず指導者の指導能力

強化が不可欠であると考えられることから、指導者に対する指導者研修の実施についても

必要性が確認された。 
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第３章 プロジェクト基本計画 
 

３－１ 基本方針 

前章の状況を勘案し、本プロジェクトでは①地域保健看護師の業務指針及び業務手順の見直

し、②看護師指導者の能力強化、③指導者による継続的な地域保健看護師育成・指導によって、

地域保健看護師の現任教育システムを強化し、その業務遂行能力の向上を図ることとした。 

保健省では、AusAIDの支援を受けて、地方分権化に向けた組織改編及び行政能力向上に取り

組んでいるが、本プロジェクトは、地域の最先端で活動する地域保健看護師の業務運営能力向

上を支援することで、フィジー国の地方分権化政策を草の根レベルから強化するものとして位

置づけることができる。特に、地域保健看護師が住民のニーズや保健省の重要課題、活用可能

な資源を考慮して保健活動を各自で計画・管理が可能になるよう、業務運営能力強化のための

活動を行う。これらの支援により、最終的には保健省の使命である、質の高い保健サービスの

提供を目指す。なお、本プロジェクトにおける現任教育には、看護学校等で行われている基礎

看護コース終了後の専門課程コースは含まない。 

育成・指導の内容は、既に保健省や他ドナーの援助で実施されている医療技術ではなく、地

域診断、活動計画策定・評価、啓発普及手法などを中心とする。また、研修の方法も長時間の

研修やセミナーで業務に支障を及ぼさないようなシステムつくりを心がける。 

 

３－２ 協力概要（R/Dにて合意した内容を記載） 

(1) プロジェクト名：地域保健看護師現任教育プロジェクト 

(2) 協力期間：2005年4月1日～2008年3月31日 

(3) 対象地域：フィジー中部地方 

(4) 協力対象者：中部地方に勤務する地域保健看護師及びその指導職看護師 

(5) プロジェクト要約 

＜上位目標＞ 

中部地方において地域保健看護師の行う地域保健活動の質が改善される 

＜プロジェクト目標＞ 

中部地方において地域保健看護師の業務管理能力が現任教育を通じて向上する 

＜成果＞ 

１）地域保健看護師の役割と機能が再定義される 

２）地域保健看護師の指導者の現任教育についての知識が強化される 

３）各地区において、地域保健看護師を対象とした現任教育が機能する 

４）現任教育のプロジェクトモデルが他地方及び他国に紹介される 
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第４章 評価５項目による評価結果 
 

４－１ 妥当性 

(1) 案件内容の公共事業・政府開発援助（ODA）としての適格性 

本件における技術移転対象者は地域保健看護師であり、最終的受益者は一般市民である。

しかも、ある特定の階級、性別、職業、人種等に限られた市民ではない。地域保健サービ

スは、今後も民間セクターによって提供される可能性のきわめて低い分野である。以上か

ら、本件は公共性が高く、ODA対象案件として適格といえる。 

 

(2) 我が国の援助政策との整合性 

我が国は2000年に開催された第２回太平洋・島サミットで積極的な太平洋島嶼外交を展

開していく方針を表明した。さらに、第３回太平洋・島サミットではより豊かで安全な大

洋州のための地域開発戦略を策定し、保健分野に関しては感染症、生活習慣病対策、予防

接種の実施などについての支援を明記した。 

 

(3) 相手国のニーズとの合致 

フィジー国では医師不足が深刻なため、医師の少ない僻地においては看護師の役割が重

要となっており、看護師の中でも生活習慣病の予防や健康教育など生活に根づいた保健活

動を実施する地域保健看護師の重要性が増している。地域保健看護師の活動を強化するた

めにも、現任教育は重要であるが、基礎教育または卒後教育において健康増進活動を行う

ために必要な知識・技能を十分に修得しておらず、保健省で行っている研修は臨床的課題

に限定されているため、地域保健活動のマネジメント能力向上が求められている。「保健省

国家戦略計画2005-2008」の中でも、５つの基本戦略の一つとして人材育成を掲げ、質の高

い保健サービス供給のための人材育成強化策を提示しており、本件の活動内容はフィジー

国政府のニーズとも一致している。 

 

(4) 日本の技術の優位性 

我が国では、看護師だけでなく医師、保健師、栄養士、作業療法士などすべての地域保

健活動従事者を対象とした現任教育の実施が地域保健法で規定されており、各自治体にお

いて様々な研修が実施されている。また沖縄においては、保健所保健婦が地域に駐在し、

生活に密着して保健婦活動を住民に展開する保健婦駐在制度など独自の地域保健活動を実

施してきた経緯がある。具体的には沖縄県僻地特別対策として行われている現任教育で使

用されている、年間計画作成方法、現任教育マニュアル、地域保健看護師に求められる能

力基準表などをフィジー国の現状に合せて改正して適用する。このように日本の経験を本

プロジェクトに活用していくことで、プロジェクト目標の達成に大いに寄与できると考え

られる。 

 

４－２ 有効性 

(1) 計画の論理性 

プロジェクトの計画の内容は、様々な調査結果を踏まえ、付属資料４に示されるような
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プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）で説明されている。プロジェクト目標であ

る地域保健看護師の能力を向上させるために、①業務内容の見直しと確認、②指導者（グ

ループ）の設置、③研修実施とモニタリング、④成果の紹介という４つの成果が設定され

ている。これらの成果を達成するための活動は、投入とプロジェクト期間から無理のない

ように計画されている。 

 

(2)期間内の達成可能性 

 本件の実施機関である保健省中東部地方保健局では、既に様々な研修プログラムを実施

している。本件の現任教育は各地区での地域保健看護師の月例会議の場を利用して実施さ

れ、新たなシステムを導入することはないため、同保健局には本件の目標達成のための能

力が十分に備わっていると考えられる。また、地域保健看護の活動を休止して研修を受講

するわけではないため、地域保健看護師からの参加も得やすい。 

 

４－３ 効率性 

 本件は人材育成に焦点が当てられており、大規模な機材購入、施設建設は伴わない。現任教

育の実施場所は既存の保健施設であり、プロジェクト・チームの執務スペースは中東部地方保

健局内に提供されることとなっている。日本側の専門家についても、長期専門家については現

任教育全体の運営を計画・管理できる人材を充て、短期専門家は、長期専門家で対応できない

専門的分野、特殊な分野について必要期間のみ投入する計画になっており、対象地域の裨益人

口が比較的小規模であるのに合せた、適切な人数設定になっており、効率的な専門家配置とな

っている。 

 

４－４ インパクト 

(1) 社会・経済的インパクト 

＜制度的インパクト＞ 

 地域保健看護師を対象とした現任教育は現在フィジー国で行われておらず、現任教育の

導入による地域保健看護師の能力向上が実現されれば、地域保健活動の強化につながり、

その効果は大きい。また本件により現任教育の必要性が広く認識され、評価が高まれば、

他地区あるいは栄養士など他の地域保健活動従事者へも現任教育が実施されることが期待

できる。 

＜社会・文化的インパクト＞ 

１）裨益集団の特徴：中部地方住民が最終受益者であり、人種ではインド系（32％）より

フィジー系（60％）住民の比率が高いが、特定の階層を対象としたものでなく一般市民

を対象にしている。中部の特徴としては、教育レベルが高く、平均余命が長く高齢者比

率が高い点があげられる。また北部などと比べ、ドナーによるプロジェクト実施の機会

が少ない。 

２）裨益集団の規模：プロジェクト開始後３年間の最終受益者数は、325,000人。 

３）便益の内容：現任教育を受けた地域保健看護師によって、効果的な地域保健活動を受

けることができる。 
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＜技術的インパクト＞ 

１）技術移転対象者の数：地域看護指導者21人、地域保健看護師120人 

２）技術移転の内容 

① 地域保健看護師の業務基準、経験年数別技能基準、地域看護オリエンテーションハ

ンドブックの作成技能 

② 現任教育のための指導者研修方法 

③ 現任教育手法 

＜経済的インパクト＞ 

 プロジェクトの結果、地域保健看護師業務の運営が改善されることで、地域保健活動が

強化されれば、対象地域における疾病予防に寄与し、国民医療費の増加を抑止するという

意味で、経済的損失を防ぐ効果が期待できる。 

 

(2) 負のインパクト 

本件は人材育成に焦点が当てられており、大規模なインフラ建設は伴わず、環境面に悪

影響を及ぼすことはない。その他、貧富の差の助長、女性の権利の低下といった社会・文

化面に悪影響を与えることもない。また、現任教育を受けることによる看護師の海外流出

に関しては、海外での需要が高いのは病院看護師であることから、懸念されるような事態

にはならないと思われる。 

 

４－５ 自立発展性 

(1) 組織能力 

本件の実施機関は既存の組織であり、カウンターパートを中心として現場の看護指導者

及び地域保健看護師を指揮する系統は既にできあがっている。本件実施中、また終了後に

おいても、このような管理体系が維持されれば、組織能力の不足という理由で本件の進行

が妨げられることはないと考える。 

 

(2) 財政面 

プロジェクト終了後も先方機関が円滑に活動を続行できるための予算を確保できるかに

ついては、2004年12月現在、明確な予測ができるだけの情報はないが、現任教育の継続の

ための費用はそれほど多額ではないため、大きな負担にはならないと推測される。 

 

(3) 社会的・技術的受容性 

本件は地域保健活動の強化を上位目標としており、本プロジェクトにより地域住民への

保健サービスが将来的に改善されるため、社会的に十分に受け入れられるものと思われる。

また、カウンターパートの１人は既に沖縄でのJICA島嶼地域保健行政研修コースに参加し、

日本の経験を学んでおり、その他の看護指導者に関しても既存の技術・専門知識を本件に

十分活用できると考える。 
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４－６ 結 論 

上記評価５項目の観点から判断すると、予測不能な要因は何点かあるものの、実施を妨げる

ような絶対的な理由はないと考える。本件終了後の上位目標の効果が効率よく現れるためには、

現任教育を受けた直接裨益者が意欲的な地域看護活動をすることが必要である。より協力的な

活動を継続するためのインセンティブづくりが制度的に行われることが望ましい。 
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第５章 実施協議の概要 
 

５－１ 協議の経過 

事前調査評価団の本団が2004年９～10月に派遣されたあと、11月末から12月にかけてコンサ

ルタント団員が派遣され、現地専門家と協力してフィジー国におけるプロジェクト実施の背景、

保健分野の概況と課題、プロジェクトの概要を取りまとめたプロジェクト･ドキュメントが作成

された。その後は、現地専門家、JICAフィジー事務所、フィジー国側関係機関との間でプロジ

ェクト目標、成果、活動について具体的な協議が行われた。結果、事前評価調査団時のマスタ

ープランに若干の修正を加えて、2005年３月22日にプロジェクト開始のための実施協議が行わ

れ、R/D及びM/M（PDM、PO、プロジェクト･ドキュメントを添付）の署名･交換が行われた。 

なお、実施協議の過程において特筆される箇所は以下のとおり（協力概要については、最終

的な計画を第３章に記載済み）。 

 

(1) フィジー国側プロジェクト実施体制の変更 

 事前評価調査時 最終決定 

プロジェクト 

ダイレクター 
保健省次官 保健省次官 

プロジェクト 

マネージャー 
中東部地方保健局長 中東部地方保健局長 

プロジェクト 

マネージャー補佐 
中東部地方保健局 地域保健課長 中東部地方保健局 地域保健課長 

カウンター 

パート 

①中部地方看護指導監 

②全国看護指導監 

③保健省看護薬剤課課長補佐 

①中部地方看護指導監 

②中東部地方保健局地域保健主任 

③全国看護指導監 

 

(2) 合同調整委員会（JCC）の変更 

 事前評価調査時 最終決定 

委員長 プロジェクトダイレクター プロジェクトダイレクター 

委員 

フィジー国側 

 

 

・プロジェクトマネージャー 

・プロジェクトマネージャー補佐 

・カウンターパート 

・保健省運営計画課長 

・保健省看護薬剤課長 

・保健省公衆衛生課長 

・保健省保健事業開発課長 

・フィジー看護学校長 

・国立ヘルスプロモーションセンタ

ー所長 

 

・プロジェクトマネージャー 

・プロジェクトマネージャー補佐 

・保健省運営計画課長 

・保健省看護薬剤課長 

・保健省公衆衛生課長 

・保健事業開発課長 

・外務省 

・人事院 

・財政省 
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 事前評価調査時 最終決定 

日本側 ・JICAフィジー事務所長 

・長期専門家 

・JICAフィジー事務所長 

・長期専門家 

オブザーバー ・在フィジー日本大使館代表者 

・その他委員長が認めた者 

・在フィジー日本大使館代表者 

・その他委員長が認めた者 

 

(3) プロジェクト運営に関わるコスト分担について 

付属資料５のプロジェクト･ドキュメントに記載のとおり合意している。特に、各種タス

クフォースの会合や指導者研修等で旅費が多く発生すると考えられるが、保健省の人員に

係る旅費については、保健省負担となる旨重点をおいて日本側より説明し、関係者間の合

意を得ている。 

 

５－２ 協議参加者 

＜フィジー国側＞ 

Dr.Lapani.WAQATAKIREWA 保健省次官 

Mr.Asaeli TAMANITOAKULA 保健省計画運営課長 

Ms.Ligieta NADAKUITAVUKI 保健省看護薬剤課長 

Ms.Lola TUILOMA 全国看護指導監 

Dr.Salimoni. TUQA 中東部地方保健局長 

Dr.Sala SAKETA 中東部地方保健局 地域保健課長 

Ms.Mereani TUKANA 中東部地方保健局 中部地方看護指導監 

Dr.Solo Qaranivalu 中東部地方保健局 地域保健主任 

Dr.Susana NAKALEVU スバ地区医師長  

 

＜日本側＞ 

池城 直 JICAフィジー事務所長 

鈴木 央 JICAフィジー事務所員 

Mr.Alex Konrote JICAフィジー事務所 現地所員 

山田 幸子 長期専門家（ヘルスプロモーション） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 

 

１．要請書 

 

２．事前評価調査団議事録（M/M） 

 

３．協議議事録（R/D） 

 

４．実施協議議事録（M/M） 

（PDM、PO、プロジェクト･ドキュメント添付） 

 

５．プロジェクト･ドキュメント（和文） 
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